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建設業の時間外労働の上限規制をはじめとした
働き方改革の対応



１ 時間外労働の上限規制

２ 36協定の届出手続等

３ 災害時の復旧・復興の事業

４ 労基法第33条と除雪作業

５ 建設業のＱ＆Ａ（抜粋）

６ 働き方改革の実現に向けて



労働時間法制の概要

◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者

の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは？
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建設業で働く方の上限規制

○建設事業（一般の業種と同じ規制を適用）

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
法律による上限
✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

○災害における復旧及び復興の事業（労基法第139条第１項）
（一部規制が適用されない）

１年間（12か月）

（原則）
法律による上限
✓月45時間
✓年360時間

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※ 災害における復旧・復興の事業では、
・複数月平均80時間＊

・月100時間未満＊

とする規定は適用されない

限度時間
法定労働時間

限度時間
特別条項

特別条項

＊休日労働を含む

＊休日労働を含む

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし
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労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは

◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握
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● 移動時間、待機時間については、厚生労働省労働基準局「建設業の時間外労働の上限規制に関するＱ＆Ａ

（追補版）」に考え方を詳細に示しており、パンフレット「建設業時間外労働の上限規制わかりやすい解

説」にも掲載している。

労働時間について

次の場合は労働時間に該当しないと解されている。

・直行直帰が自由である中で、労働者間で任意に移動手段の
一つとして、集合時刻や運転者を決めて、社用車に乗り合
いで移動している場合

パンフレットＱ＆Ａ（追補版）

次の場合は労働時間に該当しないと解されている。

・緊急対応の頻度が少なく、自宅待機中に食事や入浴など
の日常的な活動や、外出をすることが特段規制されて
いないなど、実質的に使用者の指揮命令下にあるとま
ではいえない場合

個別の判断を要するが、一般的には・・・

次の場合は労働時間であると解されている。

・社用車に乗り合うなど、移動手段が指示されている場合

・使用者や上司が車に同乗し、打合せが行われている場合

・（行き）移動前に資材の積込みなどが指示されている場合

・（帰り）移動後に清掃や資材整理が指示されている場合

移動時間について

次の場合は労働時間であると解されている。

・使用者の指示があった場合には即時に業務に従事する必
要がある場合

・急な需要に対応するために事業場内で待機を命じており、
待機時間の自由利用が労働者に保障されていない場合

待機時間について
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１ 時間外労働の上限規制

２ 36協定の届出手続等

３ 災害時の復旧・復興の事業

４ 労基法第33条と除雪作業

５ 建設業のＱ＆Ａ（抜粋）

６ 働き方改革の実現に向けて



建設の事業における手続フローチャート

労基法33条の許可／届出

災害時の
復旧･復興の対応が
見込まれるか？

見込まれる

見込まれない月45時間超の
時間外・休日労働が
見込まれるか？

※ 緊急時であっても、可能な限り時間外・休日労働は36協定の範囲内とすること。

36協定の締結･届出が必要

協定事項

現行の36協定届（様式９号の４）からの
変更点

• 原則として時間外労働を１か月45時間、
１年360時間以内で協定することが必要

• 災害時の復旧・復興の事業を除き、時間外・
休日労働の合計が以下を満たすことを協定
することが必要

月100H未満 ２～６か月平均80H以内
• １か月45時間を超えて時間外・休日労働を
させることがあるとして特別条項を設ける
場合、特別延長できる回数を年６回までで
協定することが必要

一般条項として
・時間外・休日労働をさせることができる
場合

・その場合の労働者の範囲や人数
・１日／１か月／１年の時間外労働時間数
の限度 等

特別条項として
・月45時間を超える場合における
１か月の時間外・休日労働時間数
／１年の時間外労働時間数

・月45時間を超えることができる回数
（６回まで） 等

特別条項として
・災害時の復旧・復興の事業に従事する
場合における１か月の時間外・休日労働

時間数／１年の時間外労働時間数
・月45時間を超えることができる回数

（６回まで） 等

様式９号の３の３

様式９号
様式９号の３の２

※様式９号の３の２は災害時の復旧・復興
の対応が見込まれる場合

様式９号の２

見込まれない

見込まれる

公益・人命保護のために緊急を要する災害対応により、
36協定に定める限度時間・回数を超える時間外・休日労働があった
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36協定の具体的な運用について（様式第９号）

〇様式第９号を使うケース

…月45時間超の時間外労働が見込まれず、

災害復旧・復興の対応も見込まれない場合。

→①時間外労働は必ず月45時間以内、年360時間以内とする。

②どの月においても、時間外+休日労働を足して月100時間未満とする。

③２～６か月を平均して、時間外と休日労働を足して月80時間以内とする。

〇36協定の最も基本的な形。
〇臨時でこれを超えてしまう場合や、
災害対応がある場合は、それぞれに
対応する様式（次スライド以降）を
使用。
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36協定記載例（様式第９号）
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36協定の具体的な運用について（様式第９号の２）

〇様式第９号の２を使うケース

…月45時間超の時間外労働が見込まれるが、災害復旧・復興の対応は見込まれない場合。

→①時間外労働は月45時間以内、年360時間以内を原則とする。

②特別条項を定めることにより、臨時の場合のみ、

・年6回まで、月の時間外労働が45時間を超え、

・年の時間外労働が360時間を超える

ことが可能。

③ただし青天井ではなく、②の場合でも、

・各月の時間外と休日労働を足して100時間未満とし、

・２～６か月を平均して、時間外と休日労働を足して80時間以内とする

以上２点の制限はかかる（様式第９号と同じ）。

④また、年の時間外労働を720時間以内とする制限もあり。

原則は様式第９号と同じ。
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36協定記載例（様式第９号の２）
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36協定の具体的な運用について（様式第９号の３の２）

〇様式第９号の３の２を使うケース

…月45時間超の時間外労働が見込まれないが、災害復旧・復興の対応は見込まれる場合。

→①どの月においても、時間外労働は45時間以内とする。

②どの月においても、時間外と休日労働を足して100時間未満とする。

③２～６か月を平均して、時間外と休日労働を足して80時間以内とする。

以上の原則は様式第９号の場合と変わらないが、

④災害復旧・復興の対応をする場合のみ、②③の制限が解除される。

※①の制限は解除されない

⇒時間外と休日労働を足して、月100時間や複数月平均80時間を超えられるが、

時間外労働そのものは月45時間を超えられないことに注意。
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36協定記載例（様式第９号の３の２）

14



36協定の具体的な運用について（様式第９号の３の３）

〇様式第９号の３の３を使うケース

…月45時間超の時間外労働が見込まれ、災害復旧・復興の対応も見込まれる場合。

→①時間外労働は月45時間以内、年360時間以内を原則とする。

②特別条項を定めることにより、臨時の場合のみ、

・年6回まで、月の時間外労働が45時間を超え、

・年の時間外労働が360時間を超える

ことが可能。

③ただし青天井ではなく、②の場合でも、

・各月の時間外と休日労働を足して100時間未満とし、

・２～６か月を平均して、時間外と休日労働を足して80時間以内とする

２点の制限はかかる。

④また、年の時間外労働を720時間以内とする制限もあり。

以上の原則は様式第９号の２と変わらないが、

④災害復旧・復興の対応をする場合のみ、③の制限が解除される。

※ただし、②の上段の制限（月45時間を超えられるのは年6回まで）や④の制限（年の時間外労働を720時間以

内）は解除されない。

→災害発生直後に集中的に働いた分を、後の月で労働時間を減らして調整…など一定の柔軟性を持てる。
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36協定記載例（様式第９号の３の３）
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１年単位の変形労働時間制の概要

⚫ 特定の季節（夏季・冬季など）、特定の月で業務の繁閑が大きい場合には、１年単位の変形労働時間制を用いることが効果的。

⚫ 繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所定労働時間を短くするといったように、業務の繁閑に応じて、工夫しながら
労働時間の配分を行い、労働時間の短縮を図る。導入に当たっては、就業規則への規定、労使協定の締結（届出）が必要。

⚫ 積雪の度が著しく高い地域では、建設業の屋外作業者向けに、シフト作成のルールに特例（積雪特例）が設けられている。

制度イメージ

対象期間 （最大 ） １年間

４

月
５

月

６

月
７

月

８

月

９

月

1 0
月

1 1
月

1 2

月
１

月

２

月

３

月

繁忙期

閑散期

所
定
労
働
時
間

通常期

多

少

シフト作成のルール

① 労働日数は年間280日まで

② 連続労働日数は原則６日まで

③ （特に繁忙な場合は12日まで）

④ 労働時間は１日10時間、１週52時間まで

⑤ 労働時間が48時間を超える週は連続３回まで

⑥ 対象期間を３か月ごとに区分した各期間で、

労働時間が48時間を超える週は３回まで

⚫ １年間を平均して、１週40時間となる範囲※で、シフト作成のルールに

則って所定労働時間に凹凸をつけることができる。

⚫ １週40時間、１日８時間を超える労働時間を設定した場合には、その設定し

た時間を超えた労働が時間外労働となる。

※年間の所定労働時間を、2,085時間（法定労働時間の総枠）以内で設定することが必要。

※変形労働時間制では、１週、１日の法定労働時間又は所定労働時間を超えた労働や、法定労
働時間の総枠を超えた労働について、割増賃金を支払うことが必要。

概要 ※ 積雪の度が著しく高い地域はこちら

積雪特例でも

同様に適用

積雪特例では

適用されない
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18

１年単位の変形労働時間制の導入方法

１年単位の変形労働時間制についての労使協定の締結

１年単位の変形労働時間制を導入するためには、就業規則への規定に加え、

労使協定を届け出ることが必要

次の５項目を定めた労使協定の締結が必要

⚫ 対象労働者の範囲

⚫ 対象期間（１か月を超えない１年以内の期間）及び起算日

⚫ 特定期間（対象期間中特に繁忙な期間）※１

⚫ 労働日及び労働日ごとの労働時間（勤務カレンダー）

⚫ 労使協定の有効期間

参考様式はこちら 様式はこちら

勤務カレンダーは、以下のいずれかの方法によって定めてください

① 労使協定締結時にあらかじめ１年分の勤務カレンダーを定め

る

② ①が難しい場合は、労使協定締結時に最初の１か月分の勤務

カレンダーを定め、２か月目以降の勤務カレンダーは当該月の

３０日前までに定めることも可能

例：対象期間の開始日（労使協定の起算日）を４月１日とすると、５月分の勤

務シフトは４月１日まで、６月分の勤務シフトは５月２日までに定める

なお、②の方法による場合でも、月ごとの所定労働日数と所定労働時

間数は協定締結時に定める必要があります。※２

※２ 時間外・休日労働を行う必要のある事由が生じた場合には、

３６協定の範囲内で労働者に時間外・休日労働をさせることがで

きます。

※１ 特定期間を労使協定で定めることで、その期間中は、連続労

働日数を12日までとすることができます。

（特定期間の定めをしない場合は連続労働日数は６日まで。）



勤務カレンダー例：冬に多くの積雪が見られる地域の場合（その１）

積雪地域で除雪期の１週の所定労働時間を30時間まで減らし、その他の月を繁忙期として１週の所定労働時間を５０時間とする場合
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除雪期（12月、１～３月）
週所定労働時間 ３０時間

繁忙期（４～６月、９～11月）
週所定労働時間５０時間

それ以外（７、８月）
週所定労働時間 ４０時間

年間労働日数

年間休日数

年間総労働時間（所定）

１週あたり平均

２４６日

１１９日

２０７４時間

３９時間４６分

※本カレンダーはあくまで一例であり、除雪期、繁忙期には他にも様々な

所定労働時間を設定することが考えられます。
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勤務カレンダー例：冬に多くの積雪が見られる地域の場合（その２）

積雪地域で除雪期の１週の所定労働時間を24時間まで減らし、その他の月を繁忙期として１週の所定労働時間を50時間とする場合

除雪期（12月、１～３月）
週所定労働時間 ３０時間

繁忙期（４～６月、９～11月）
週所定労働時間５０時間

それ以外（７、８月）
週所定労働時間 ４０時間

年間労働日数

年間休日数

年間総労働時間（所定）

１週あたり平均

２４６日

１１９日

２０７４時間

３９時間４６分

※本カレンダーはあくまで一例であり、除雪期、繁忙期には他にも様々な

所定労働時間を設定することが考えられます。
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